
平成２７年度「みやぎ発展税」活用事業一覧

（単位：千円）

うち基金充当額 うち基金充当額 うち基金充当額

１　産業振興パッケージ 3,037,179 2,928,031 3,611,208 3,571,341 ▲ 574,029 ▲ 643,310

2,276,433 2,242,985 3,069,841 3,042,441 ▲ 793,408 ▲ 799,456

経済商工
観光部

産業立地
推進課 1,800,000 1,800,000 2,600,000 2,600,000 ▲ 800,000 ▲ 800,000

　県内に工場等を新設又は増設する企業に対し，
初期投資軽減のための奨励金を交付する。

震災復興・
企画部

情報産業
振興室 10,000 10,000 10,000 10,000 0 0

　県内に事業所を新設するソフトウェア業（開発系Ｉ
Ｔ企業等）に対し，初期投資軽減のための奨励金
を交付する。

経済商工
観光部

産業立地
推進課 11,125 11,125 11,254 11,254 ▲ 129 ▲ 129

　「名古屋産業立地センター」を設置し，企業OBを
活用しながら中京地区での自動車関連企業の動
向の収集や誘致活動を行う。

経済商工
観光部

産業立地
推進課 400,000 400,000 400,000 400,000 0 0

　市町村が行う工場用地造成事業に要する経費を
無利子または低利子で貸し付ける。

土木部 港湾課 16,048 12,000 12,000 12,000 4,048 0
　45フィートコンテナ対応用のシャーシを購入する
運送事業者に対し費用の一部を助成する。

警察本部
交通

規制課 39,260 9,860 36,587 9,187 2,673 673
　主要な工業団地内など物流の円滑化を図る上で
効果的と認められる主要道路上に信号機等を整備
する。

236,439 230,924 119,195 115,878 117,244 115,046

経済商工
観光部

新産業
振興課 5,000 5,000 5,000 5,000 0 0

　産業技術総合センターが主体となり，自動車・高
度電子機械・医療機器関連等の分野に関する研
究開発を企業等と連携協力して実施し，その成果
を地域企業に技術移転する。

経済商工
観光部

新産業
振興課 85,000 85,000 15,000 15,000 70,000 70,000   地域の中小企業が単独で保有することが難しい

機器等を産業技術総合センターに設置する。

経済商工
観光部

新産業
振興課 5,000 5,000 5,000 5,000 0 0

　産学官金が連携し，大学の持つシーズ，企業の
持つ技術力，行政や関係機関が行う企業支援，銀
行が行う金融支援を結びつけるための専門のプロ
ジェクトディレクターを採用し，企業の事業化・商品
化を支援する。

経済商工
観光部

自動車
産業

振興室
22,879 22,879 22,897 22,897 ▲ 18 ▲ 18

自動車関連企業OBを活用し，地元企業の生産現
場（品質等）の改善を支援するとともに，産業技術
総合センターにおいて，地元企業と共同して研究
し，新商品・新工法の開発を支援する。

組
替

経済商工
観光部

新産業
振興課 62,460 57,845 36,098 32,781 26,362 25,064

　「みやぎ高度電子機械産業振興協議会」の活動
として，市場技術セミナー等を開催するほか，コー
ディネーターによるフォローアップや販路開拓に必
要な経費の一部助成などを行う。また，「東北放射
光施設推進協議会」の活動として，「放射光施設」
の誘致に向けた機運醸成と産業利用促進に向け
たシンポジウム等を実施する。

組
替

経済商工
観光部

新産業
振興課 36,100 35,200 15,200 15,200 20,900 20,000

　高度電子機械産業や自動車産業分野等におい
て，産学官連携による技術高度化等に必要な技
術・製品開発費用の一部を助成する。また，川下
企業等への参入を図るための試作開発等に取り
組む県内企業に対し，その費用の一部を助成す
る。

経済商工
観光部

商工経営
支援課 20,000 20,000 20,000 20,000 0 0

　県信用保証協会が自動車関連産業，高度電子
機械産業，食品製造業関連産業等に取り組む企
業に対して実施している信用保証料軽減減収分を
補てん助成する。

63,908 63,058 54,628 54,478 9,280 8,580

経済商工
観光部

新産業
振興課
ほか

20,632 20,632 20,160 20,160 472 472 　大学生等を対象に，自動車分野及び高度電子機
械分野の専門的な研修及びセミナーを実施する

組
替

経済商工
観光部

産業人材
対策課 30,000 29,300 21,400 21,400 8,600 7,900

　児童生徒を対象に県内ものづくり企業への興味
関心を促す冊子や広報誌を作成・配布するととも
に，高校生を対象とした熟練技能者による技術指
導，工場見学会やキャリアセミナーの開催，大学生
等を対象とした企業セミナーを開催する。

教育庁 教職員課 2,000 2,000 2,000 2,000 0 0 　専門高校の教員等を 先端の技術・技能を有す
る企業等に派遣して 新技術等を習得させる。

教育庁
高校

教育課 3,276 3,276 3,068 3,068 208 208 　工業高校を中心に，企業OB等の熟練技能者に
よる即戦力人材育成のための実践指導を行う。

震災復興・
企画部

情報産業
振興室 8,000 7,850 8,000 7,850 0 0

　県内のコールセンター及びBPOオフィス等のＩＴ関
連産業の事務職に従事するために必要な知識，技
術，接遇等に関する研修を実施する。

明日を担う産業人材養成
教員派遣研修事業

みやぎクラフトマン２１事業

IT産業事務系
人材育成事業

富県宮城資金
円滑化支援事業

1-3 人づくり支援 

ものづくり人材育成確保
対策事業

高度産業人材育成センター
運営事業

地域企業競争力強化
支援事業

富県宮城技術支援拠点
整備拡充事業

地域イノベーション
戦略支援プログラム事業

自動車関連産業
特別支援事業
（人材育成を除く）

高度電子機械産業
集積促進事業
（人材育成を除く）

新規参入・新産業創出等
支援事業

名古屋産業立地センター
運営事業

企業立地促進法
関連産業集積促進事業

国際貿易港振興対策事業

企業立地型交通安全施設
整備事業

1-2 中小企業技術高度化支援

平成26年度当初予算額 Ｂ Ａ－Ｂ
事業概要等

1-1企業集積促進

みやぎ
企業立地奨励金事業

情報通信関連企業
立地促進奨励事業

対象パッケージ ／ 事 業
担当
部局

担当
課室

平成27年度当初予算額 Ａ



うち基金充当額 うち基金充当額 うち基金充当額

平成26年度当初予算額 Ｂ Ａ－Ｂ
事業概要等対象パッケージ ／ 事 業

担当
部局

担当
課室

平成27年度当初予算額 Ａ

460,399 391,064 367,544 358,544 92,855 32,520

経済商工
観光部

富県宮城
推進室 23,000 20,000 30,000 30,000 ▲ 7,000 ▲ 10,000

　航空旅客を主対象とする東北広域観光の企画旅
行催行や航空貨物量拡大に向けた体制整備等の
検討を行う。

経済商工
観光部

商工経営
支援課 41,100 13,600 11,100 11,100 30,000 2,500

　商工会等が策定する新商店街活動計画及び計
画の実施に必要なソフト事業とハード事業の組み
合わせによる先進的な商店街として発展するため
の事業に対して複数年助成する。

経済商工
観光部

観光課 3,600 3,600 3,600 3,600 0 0
　中部・関西・九州地区（特に中部以西）を対象に，
現地旅行会社や学校関係者を訪問し，震災研修を
含めた教育旅行の招請を行う。

経済商工
観光部

観光課 148,000 130,000 96,400 87,400 51,600 42,600

　高齢者，子ども連れ，外国人等あらゆる観光客
の安全な利用に配慮した自然公園施設の整備を
行うとともに，老朽化した施設の再整備を行う。ま
た，観光客が移動しやすいよう観光案内看板の再
整備を行う。

経済商工
観光部

観光課 5,000 5,000 5,000 5,000 0 0

　関係団体等と連携し，台湾やタイなどの日系企業
や商工会等の有力者に東北の魅力を発信するとと
もに，関心のある企業に対して個別セールスを展
開する。

経済商工
観光部

観光課 11,250 11,250 11,250 11,250 0 0

　外国人観光客等を迎える基盤整備として，無線
LANを設置しようとする宿泊施設や観光集客施設
を設置する事業者に対してその費用の一部を助成
する。

組
替

経済商工
観光部

海外
ビジネス
支援室

6,500 6,500 833 833 5,667 5,667

　東南アジアに精通する事業者・専門家を通じて，
海外販路先として有望なベトナム等のニーズや販
売先等に関する情報収集を行うとともに，県内企
業の現地での市場調査やテスト販売等に対して必
要な支援を実施する。

経済商工
観光部

商工経営
支援課 10,000 10,000 10,000 10,000 0 0

　県内商工業者の販路回復・拡大等の支援を行う
ために県内中小企業支援機関が実施する商談会
等の取組に対して費用の一部を助成する。

震災復興・
企画部

情報産業
振興室 29,075 29,075 29,071 29,071 4 4

　県内IT企業が開発した商品を地元産業に導入し
てもらうためための販促活動の費用の一部を助成
するとともに，県内ＩＴ企業と地元産業のマッチング
促進に向けて展示会出展や専門家派遣を行う。

震災復興・
企画部

情報産業
振興室 7,221 5,341 5,339 5,339 1,882 2

　首都圏等からの市場獲得や新たな市場形成を図
るため，県内ＩＴ企業が行う先進企業や大学等への
技術者派遣に係る費用の一部を助成するととも
に，学生・企業の技術力等をＰＲする宮城仙台アニ
メーショングランプリを関係団体等と連携して開催
する。

農林水産
部

農産園芸
環境課 133,053 114,098 113,951 113,951 19,102 147

　経営の多角化や大規模園芸生産等を行おうとす
る経営体に対して，施設整備等の経費の一部を助
成する。
　また，アグリビジネス経営体の育成に向けた経営
講座や専門家派遣を実施する（公財）みやぎ産業
振興機構に対してその経費の一部を助成する。

新
規

農林水産
部

食産業
振興課 42,600 42,600 42,600 42,600

　首都圏における本県の物産観光の拠点施設と
なっている東京アンテナショップのリニューアル工
事を行い，物販コーナーの集約や飲食スペースの
拡張などを行う。

２　震災対策パッケージ 262,236 243,122 133,321 114,321 128,915 128,801

161,280 161,166 28,785 28,785 132,495 132,381

組
替

土木部
建築

宅地課 161,280 161,166 28,785 28,785 132,495 132,381

　耐震改修促進法の改正により耐震診断が義務化
された特定建築物の耐震診断・耐震改修に補助を
行う市町村に対して，市町村負担分の一部を助成
する。また，市町村が行う指定避難所の耐震診断
に要する経費の一部を助成する。

100,956 81,956 104,536 85,536 ▲ 3,580 ▲ 3,580

総務部
危機

対策課 12,683 12,683 14,821 14,821 ▲ 2,138 ▲ 2,138
　地震に関する基礎的事項や防災対策等の知識
を持つ防災リーダーを地域や企業内で計画的に育
成するための養成講習等を開催する。

総務部
私学

文書課 28,683 28,683 27,600 27,600 1,083 1,083
　私立学校の耐震化工事等に要する経費の一部
を助成する。

警察本部
交通

規制課 25,362 6,362 25,362 6,362 0 0
　緊急輸送路となる主要道路の信号機に自動起動
式発電機を整備する。

警察本部
装備

施設課 32,650 32,650 36,753 36,753 ▲ 4,103 ▲ 4,103
　災害警備活動の拠点となる警察署庁舎に，十分
な発電容量の非常用発動発電機設備の整備す
る。

新
規

災害用石油製品備蓄事業 総務部
危機

対策課 1,578 1,578 1,578 1,578

　資源エネルギー庁が実施する事業に基づいて災
害対応型中核給油所等に備蓄された燃料を優先
的に利用するための管理に必要な経費を負担す
る。

3,299,415 3,171,153 3,744,529 3,685,662 ▲ 445,114 ▲ 514,509

防災指導員養成事業

私立学校施設設備
災害対策支援事業

災害対応型交通安全施設
整備事業

警察施設
震災対策促進事業

　　　　合　　　　　　　　計

首都圏
県産品販売等拠点施設
機能強化事業

2-1 災害に対応する産業活動基盤の強化

特定建築物等
震災対策事業

2-2 防災体制の整備

商談会開催支援事業

みやぎIT商品販売・
導入促進事業

みやぎＩＴ市場獲得支援・
形成促進事業

アグリビジネス・
チャレンジ支援事業

商店街再生加速化
支援事業

教育旅行誘致促進事業

みやぎ観光戦略
受入基盤整備事業

インセンティブツアー誘致
促進事業

観光集客施設
無線LAN設置支援事業

東南アジアとの経済交流
促進事業

1-4 地域産業振興促進

仙台空港600万人・
5万トン実現推進事業


